
事業番号 - - -

（ ）

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
文部科学省調べ

406 - -

目標値 件 762

41.3 153.8 - -

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位 令和元年度 令和2年度 令和3年度

単位当たり
コスト

算出根拠 単位 令和元年度 令和2年度

 千円/回 44,851/636 37,785/263

中間目標 目標最終年度

活動目標及び
活動実績

（アウトプット）

活動目標 活動指標 単位 令和元年度

50,011/406 50,011/508

5 年度 -

3 - -

当初見込み 回 27 9 9 9 9

令和2年度 令和3年度
4年度

活動見込
5年度

活動見込

令和3年度 4年度活動見込

単位当たり
コスト 円

33 1

-
研究交流センター共同利用
施設利用を前年度以上とす
る。

研究機関や大学等による利
用実績

成果実績 件 636 263

達成度 ％ 83.5

0.3

年度

637 264 508

外国人研究者宿泊施設に係る予算を除く予算額／国際
会議場等の利用回数

70,520 143,669 123,180 98,447

計算式

令和4・5年度
予算内訳

（単位：百万円）

歳出予算目 令和4年度当初予算 令和5年度要求

計 50 50

活動内容
（アクティビ

ティ）

研究交流センターの共同利用施設の提供及び研究交流の促進

研究交流シンポジウム等の
開催を通じて研究交流の促
進を図る。

研究交流シンポジウム等の
開催回数（各研究機関等に
係る横断的な研究交流シン
ポジウムの開催や研究集
会等の支援を行う。）

活動実績 回

主な増減理由

庁費 49 49 ※金額は単位未満四捨五入して記載していることから、合計が一致し
ない場合がある。

情報処理業務庁費

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

96% 96% 84%

執行率（％） 96% 96% 84%

1 1

職員旅費 0.3

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

筑波研究学園都市における研究交流の促進を図るため、以下の業務を行う。
　・研究交流センターの共同利用施設（国際会議場等）の運営、設備の保全、警備、清掃業務　等
　・関係機関との連絡調整、研究交流に係る会議等の開催　等

実施方法 直接実施

予算額・
執行額

（単位:百万円）

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

執行額 48 48 42

計 50 50 50 50 50

予備費等 - - - -

予算
の状
況

-

前年度から繰越し

○第6期科学技術基本計画（令和3年3月26日閣議決定）

翌年度へ繰越し - - - -

- -

令和5年度要求

当初予算 50 50 50 50 50

補正予算 -

- - - - -

事業名 研究交流促進事業の推進 担当部局庁 科学技術・学術政策局 作成責任者

事業開始年度 平成26年度
事業終了

（予定）年度 終了予定なし 担当課室

2022 文科 21 0184

令和4年度行政事業レビューシート 文部科学省

主要政策・施策 科学技術・イノベーション 主要経費 文教及び科学振興

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

　筑波研究学園都市に集積された研究機関や大学等の研究者が利用する共同施設として国際会議場、会議室を提供し、研究環境を整備するとともに、研究
者が交流する場の形成を企画することにより研究交流の促進を図る。

産業連携・地域振興課
産業連携・地域振興課長
井上　睦子

会計区分 一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

文部科学省設置法第4条第45号
文部科学省組織規則第51条第6項

関係する
計画、通知等



事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。 △

筑波研究学園都市に集積された研究機関や大学等への場の
提供として、研究交流センター共同利用施設利用を前年度以
上と目的を掲げていたが、新型コロナの影響等により目標達
成に至らなかった。利用率の少ない会議室等について、事業
趣旨の範囲内において外部貸出を行い、施設の効率的利用
に努めたが、今後も継続していく。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

○
事業の実施にあたっては、会計規則に基づき一般競争入札な
どにより、支出先の妥当性や競争性を確保し、適切な執行を
行っている。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。 △

人材、知、資金が結集する「場」の形成に向けたイベントの開
催については、主に地域ネットワークの中核を成す関連協議
会の会員活動にて参画し、関係機関と連携しイベントを年３回
を目標を定め協力していたが、新型コロナの影響等により目
標達成に至らなかった。引き続き、イベント主催の実態にあわ
せて、活動見込等を見直していく。

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。 ○

関
連
事
業

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

‐

○
業務の実態に即して、調達内容を修正し、コストの削減、効率
化に努めている。

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○
調達手続き段階で費目・使途の妥当性・必要性について確認
している。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐

‐

単位当たりコスト等の水準は妥当か。 ○ 競争入札により単位当たりのコストの削減に努めている。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。 ‐

研究交流センターの共用利用施設である国際会議場や会議
室は年間5千名程度の利用があり、筑波研究学園都市におけ
る研究交流の促進に貢献している。

政
策
評
価

、
新
経
済
・
財
政
再
生
計
画
と

の
関
係

政
策
評
価

政策 7 Society 5.0の実現に向けた科学技術・イノベーション政策

施策

事
業
の
効
率
性

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　 ○ 事業の実施にあたっては、会計規則に基づき一般競争入札な
どにより、支出先の妥当性や競争性を確保し、適切な執行を
行っているが、前年度に引き続き、電力の供給に係る案件に
ついては、環境省が定める基準を満たす応札者一者からしか
入札がなかった。本件については、十分な公告期間の確保に
努める等、競争性の確保のための取組を行っている。

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

有

競争性のない随意契約となったものはないか。 無

受益者との負担関係は妥当であるか。

国
費
投
入
の
必
要
性

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。 ○

つくば地域は日本最大の知的集約都市であるため、イノベー
ションの創出が強く求められている。また、国際競争力の強化
に資する研究成果の創出のためにも、シンポジウム等の研究
交流への支援が必要である。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。 ○

将来的には各研究機関、地方自治体によって、独自、自律的
に実施されるべき事業と考えているが、現段階においては、こ
れらの機関には十分な力量はなく、国の関与が必要不可欠で
ある。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い事
業か。

○

将来的には各研究機関、地方自治体によって、独自、自律的
に実施されるべき事業と考えているが、現段階においては、こ
れらの機関には十分な力量はなく、国の関与が必要不可欠で
ある。

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

https://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/kaigi/special/reform/report_211223_2.pdf

該当箇所

事業所管部局による点検・改善

項　　目 評　価 評価に関する説明

政策評価書
URL

https://www.mext.go.jp/content/20221012-mxt_kanseisk01-000024706-
02.pdf

該当箇所 ３ページ

新
経
済
・
財
政
再
生

計
画
改
革
工
程
表

2
0
2
1

取組
事項

分野： 文教・科学技術 ２．イノベーションによる歳出効率化等

（新経済・財政再生計画改革工程表 2021）
URL：

7ー1 価値共創型の新たな産業を創出する基盤と
なるイノベーション・エコシステムの形成

100ページ

事業名事業番号



-

2021 文科 20

文部科学省 0169

令和3年度

令和2年度 文部科学省 0173

0187

平成30年度 178

令和元年度

平成28年度 172

平成29年度 177

平成26年度 新26-0020

平成27年度 181

-

平成25年度 -

執
行
等
改

善
事業執行にあたっては、適切かつ必要な仕様を検討し、引き続き会計規則に基づき一般競争入札などを行うことにより、妥当性・競争性を確保すると
ともにコストの削減に努める。また、一者応札となった案件については、十分な公告期間の確保に努めることで、競争性の確保のための取組を行う。

備考

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成23年度 -

外部有識者の所見

外部有識者による点検対象外

行政事業レビュー推進チームの所見

事
業
内
容
の

一
部
改
善

この事業は、契約・執行手続きについて、一者応札案件が見受けられるため、内容やスケジュールの見直しを図るなど、契約の競争性、公平性、透
明性を確保すべきである。

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

点
検
・
改
善
結
果

点検結果

令和3年度は、共同利用施設の利用促進に向けて、4つの共同利用施設を筑波研究学園都市の研究交流促進等に資する事業者に長期（5年）で
貸し出すための契約条項や仕様の作成、公募案内、説明会などを行い、うち3つの共同利用施設の貸し出しを開始するなど、長期貸し出し制度の
整備に注力した。加えて、既存の共同利用施設の利用性の向上に向けて、十分な感染防止のための備品等の整備、文部科学省のホームページ
の改善なども図った。一方で新型コロナの状況から、目標を達成していない活動実績や成果実績がある。また、本業務に係る経費は、会計規則
に基づき一般競争入札などにより支出先の妥当性や競争性を確保して適切な執行を行っているが、一者応札案件のものがあった。

改善の
方向性

新型コロナによる社会への影響を踏まえ、活動実績及び成果実績の目標値設定を行う。事業執行にあたっては、適切かつ必要な仕様を検討し、
引き続き会計規則に基づき一般競争入札などを行うことにより、妥当性・競争性を確保するとともにコストの削減に努める。また、一者応札となっ
た案件については、十分な公告期間の確保に努める等、競争性の確保のための取組を行う。

平成24年度



※令和3年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

支出先上位１０者リスト

A.

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

- - -

契約方式
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1 - - - -

ﾌﾞﾛｯｸ
名

契　約　先 法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）

5 株式会社鈴商 2040001052869
研究交流センター敷地内の
植栽管理業務

1
一般競争契約
（最低価格）

4 84％

67％

4
ゼロワットパワー株
式会社

1040001089656
研究交流センターにおける
電力の供給

3
一般競争契約
（最低価格）

1 97％

4 85％

3
株式会社クリーン
ジャックシステム

1050001009893
研究交流センター施設の警
備保安業務

4
一般競争契約
（最低価格）

3

2
株式会社サンアメニ
ティ

4011501001705
研究交流センター施設の清
掃業務

4
一般競争契約
（最低価格）

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
セントラルビルテック
株式会社

1040001015819
研究交流センター施設の電
気および機械設備等の保
全管理業務

5
一般競争契約
（最低価格）

3 74％

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

計 5 計 0

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

役務費
研究交流センター施設の電気および機械設
備等の保全管理業務

5

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご

とに最大の金額が
支出されている者
について記載す
る。費目と使途の
双方で実情が分

A.セントラルビルテック株式会社 B.

費　目 使　途

文部科学省

24百万円

共同利用施設の管理・運営等業務や施設の修

繕を行っている

情報処理業務庁費：1百万円

職員旅費：0.2百万円

庁費：23百万円 を含む

請負【一般競争契約（最低価格）】

A．民間企業等（全5法人）

17百万円

国との請負契約に基づき、施設の電力供給、清掃・管

理業務、植栽管理業務及び機械警備保安業務等の運

営業務等を行っている。


	行政事業レビューシート

